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主 な 用 語 の 説 明 

 

企業及び事業所に関する事項 

常用労働者 

① 期間を定めずに雇われている者 

② １か月以上の期間を定めて雇われている者 

のいずれかに該当する者をいう。他社から受け入れた出向者、転籍者も含む。 

正社員 

フルタイム勤務で期間を定めずに雇われている者(定年まで雇用される者も含める。)をいう。 

契約社員 

フルタイム勤務で１か月以上の期間を定めて雇われている者をいう。 

パートタイム労働者 

フルタイム勤務の労働者より１日の所定労働時間が短い、又は１週の所定労働日数が少ない者で、期

間を定めずに又は１か月以上の期間を定めて雇われている者をいう。 

派遣労働者 

「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」に基づく労働者派遣

事業を行う事業所から派遣労働者として受け入れている者をいう。 

 

メンタルヘルス対策に関する事項 

メンタルヘルス対策 

事業所において事業者が講ずるように努めるべき労働者の心の健康の保持増進のための措置をいう

（労働安全衛生法第70条の２、労働者の心の健康の保持増進のための指針）。 

メンタルヘルス不調 

精神及び行動の障害に分類される精神障害のみならず、ストレスや強い悩み、不安など、労働者の心

身の健康、社会生活の質に影響を与える可能性のある精神的及び行動上の問題を幅広く含むものをい

う。 

衛生委員会 

労働者の健康の保持増進を図るための基本となる対策等事業所の衛生に関する事項について調査審

議し、事業者に対して意見を述べるために置かれる機関をいう。 

安全衛生委員会 

安全委員会（労働安全衛生法第17条（同法施行令第８条第１号業種の労働者数50人以上の事業所及び

第２号業種の労働者数100人以上の事業所））及び衛生委員会（労働安全衛生法第18条（労働者数50人以

上の事業所））を設けなければならないときに、それぞれの設置に代えて設けることができる機関をい

う（労働安全衛生法第19条）。委員の構成・調査審議の内容はそれぞれの委員会に準じている。 

保安委員会、工場委員会などと呼ばれていても、安全衛生委員会と目的と活動内容が同じで、事業所

内に設置されていれば、その名称にかかわらず、安全衛生委員会に該当する。 
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事業所内の産業保健スタッフ 

メンタルヘルス対策が効果的に実施されるよう、労働者や管理監督者に対する支援を行うとともに、

心の健康づくり計画に基づく具体的なメンタルヘルス対策の実施に関する企画立案、メンタルヘルス

に関する個人の健康情報の取扱い、事業所外資源（専門医療機関など）とのネットワークの形成やその

窓口となること等、心の健康づくり計画の実施に当たり、中心的な役割を果たす人々のことで、産業

医、衛生管理者、保健師等をいう。 

産業医 

労働者の健康管理を行うために事業者から選任された医師をいう。事業所の労働者数が50人以上の

場合には産業医を選任することになっている（労働安全衛生法第13条）。 

ストレスチェック 

労働者のストレスについて、調査票を用いて現在の状況を把握し、本人に気づきを与えるために実施

することをいう（労働安全衛生法第66条の10）。 

ストレスチェック結果の集団（部、課など）ごとの分析 

個人のストレスチェックの結果を一定の集団（部、課など）ごとに集計して、当該集団の特徴や傾向

を分析することをいう。 

ストレスチェックを実施した場合は、集団ごとの分析を行うことが事業者の努力義務となっている。

（労働安全衛生規則第52条の14） 

職場復帰支援プログラム 

心の健康問題で休業していた労働者が円滑に職場に復帰し、業務が継続できるようにするために休

業の開始から通常業務への復帰までの流れを明らかにしたものをいい、職場復帰支援の手順、内容及び

関係者の役割等から構成される。 

地域産業保健センター（地域窓口） 

労働者数50人未満の小規模事業所では、産業医の選任義務はなく、また、事業者が独自に医師を確保

して労働者の健康管理を行うことは困難な場合が多くあることから、こうした小規模事業所を支援す

るための機関をいう。健康診断実施後の対応や長時間労働者に対する面接指導等の産業保健サービス

を提供しており、面接指導等には医師等が対応する。 

産業保健総合支援センター 

産業医や衛生管理者などの事業所内の産業保健スタッフに対して、心の健康づくり対策についての

サービス（職場環境等の評価と改善の支援、教育研修の支援、事業所内の相談体制作りの支援等）を提

供する機関をいう。「地域産業保健センター（地域窓口）」が行う活動に対して専門的、技術的な支援を

行っており、独立行政法人労働者健康安全機構が運営している。 

 

産業保健に関する事項 

健康診断結果に基づく保健指導 

労働安全衛生法の規定による健康診断の結果に基づき事業者が実施する保健指導・高齢者の医療の

確保に関する法律の規定による特定健康診査の結果に基づき保険者が実施する特定保健指導等のこと

をいう。 

 



 

22 

私傷病（がん、精神障害等）を抱える労働者 

労災補償を請求又は決定された者を除き、脳血管疾患、心疾患、筋骨格系疾患、がん、精神障害、糖

尿病、骨折などの長期の治療が必要となる傷病を抱えながら、就業する労働者のことをいう。 

 

労働災害防止対策に関する事項 

ロコモ度 

「立つ」「歩く」といった身体能力（移動機能）が低下している状態のことをロコモ（ロコモティブ

シンドローム）という。 

エイジフレンドリーガイドライン（「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」） 

高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりや労働災害の予防的観点からの高年齢労働者

の健康づくりを推進するために厚生労働省が令和２年３月に作成したガイドラインのことをいう。 

転倒等リスク評価セルフチェック票 

転倒等の災害リスクを自ら認識し、労働災害防止のための気づきの援助として活用すること等を目

的として、厚生労働省が平成21年度に作成したチェック票のことをいう。 

 

業種別労働災害防止対策に関する事項 

陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン 

荷役作業における墜落・転落災害、フォークリフト等の荷役運搬機械による災害等、陸上貨物運送事

業における荷役作業における労働災害を防止するため、陸運事業者及び荷主・配送先、元請事業場等が

それぞれ取り組むべき事項を具体的に示したガイドラインをいう。 

機械のリスクアセスメント 

機械の危険性や有害性の特定、リスクの見積り、優先度の設定、リスク低減措置の決定といった一連

の手順をいう。 

チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン 

チェーンソーを用いて行う伐木又は造材の作業（伐木等作業）において、安全に作業を行うために着

用すべき保護具等や、適切な伐木等作業方法を示したガイドラインをいう。 

 

化学物質のばく露防止対策に関する事項 

化学物質を取り扱う際のリスクアセスメント 

化学物質やその製剤の持つ危険性や有害性を特定し、それによる労働者への危険または健康障害を

生じるおそれの程度を見積もり、リスクの低減対策を検討することをいう（労働安全衛生法第57条の

３）。 

労働安全衛生法第57条の２に該当する化学物質 

譲渡・提供者に安全データシート（ＳＤＳ）の交付が義務付けられている化学物質やこれらを含有す

る物等をいう。 
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安全データシート（ＳＤＳ） 

化学物質の危険有害性や適切な取り扱い方法に関する情報等を記載した文書（電子媒体によるもの

を含む）をいう。 

労働安全衛生法第57条の２には該当しないが、危険有害性がある化学物質 

危険有害性がある（ＧＨＳ分類において危険有害性のクラス又は区分がつく）化学物質のうち、令和

６年10月31日調査時点で安全データシート（ＳＤＳ）の交付が努力義務とされているものをいう（労働

安全衛生規則第24条の15）。 

ＧＨＳラベル 

ＧＨＳ分類において危険有害性のクラス又は区分がつく化学物質の容器や包装に表示するラベルを

いう。ラベルには名称や危険有害性を表す絵表示等を表示することとされている。（労働安全衛生法第

57条） 

＜危険有害性を表す絵表示の例＞ 

    

可燃性ガス 
エアゾール 
引火性液体 
可燃性固体 

自己反応性化学品 

急性毒性 
（区分１～区分３） 

呼吸器感作性 
生殖細胞変異原性 

発がん性等 

急性毒性（区分４） 
皮膚刺激性（区分２） 
眼刺激性（区分２Ａ） 

労働安全衛生法第57条に該当する化学物質 

譲渡・提供者に容器に危険有害性を表示することが義務付けられている化学物質やこれらを含有す

る物等をいう。 

労働安全衛生法第57条には該当しないが、危険有害性がある化学物質 

危険有害性がある（ＧＨＳ分類において危険有害性のクラス又は区分がつく）化学物質のうち、令和

６年10月31日調査時点で譲渡・提供者に化学物質の容器等にＧＨＳラベルを表示することが努力義務

とされているものをいう（労働安全衛生規則第24条の14）。 

 

仕事や職業生活における不安やストレスに関する事項 

セクハラ 

職場のセクシュアルハラスメントのことで、「労働者の意に反する性的な言動が行われ、それを拒否

したことで解雇、降格、減給などの不利益を受けること。また、性的な言動が行われることで職場の環

境が不快なものとなり、労働者の能力の発揮に大きな悪影響が生じること」をいう。 

パワハラ 

職場のパワーハラスメントのことで、「職場において行われる優越的な関係を背景とした言動であっ

て、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、労働者の就業環境が害されるもの」をいう。 

公認心理師等の心理職 

心の問題を抱えている方に対し、面接や観察により検査・分析を行い、その解決法を考え、相談や援

助を行う。心理職には精神保健福祉士、臨床心理士、産業カウンセラー等が含まれる。 
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衛生管理者又は衛生推進者等 

衛生管理者、安全衛生推進者、衛生推進者等をいう。 

衛生管理者 

常時50人以上の労働者を使用する事業所において、作業条件、施設等の衛生上の改善などの衛生に係

る技術的事項を管理するため事業者から選任された人をいう。衛生管理者の免許を取得しているか、あ

るいは医師の免許を持っているなどの一定の資格を有する人から選任されることになっている。 

安全衛生推進者 

常時10人以上50人未満の労働者を使用する事業所において、安全衛生に関する技術的事項（労働者数

が50人以上の事業所において安全管理者と衛生管理者が管理している業務と同様の業務）を担当する

ため、事業者から選任された人をいう。一定の資格（経験）を有する人から選任されることになってい

る。 

衛生推進者 

常時10人以上50人未満の労働者を使用する事業所において、労働衛生に関する技術的事項（労働者数

が50人以上の事業所において衛生管理者が管理している業務と同様の業務）を担当するため、事業者か

ら選任された人をいう。一定の資格（経験）を有する人から選任されることになっている。 

 


